
年金局7
　我が国の公的年金制度は、現役世代の負担によって高齢者を支える「世代間扶養」（社会的扶養）の仕組みを基
本としており、高齢期の生活のかなりの部分を経済的に支えるものとして、極めて重要な役割を果たしています。

　数理職員は、そのような年金制度の1階

及び2階部分（国民年金と厚生年金）につ
いて、保険料収入と年金給付支出を中心

とした収支見通しを定期的に作成すること

で財政状況の確認を行い、その結果に基

づいて制度の企画・立案を行っています。

　また、上乗せ給付である3階部分に相

当する企業年金制度についても、法令に

基づいて個別の基金の指導・監督を行う

と共に、経済情勢や他国の状況、世間の

ニーズ等を考慮しながら、企業年金制度

がよりよいものとなるように制度改正の

議論等も行っています。

年金制度の仕組み

※２ 第２号被保険者等とは、厚生年金被保険者のことをいう（第２号被保険者のほか、65歳以上で老齢、または、退職を支給事由とする年金給付の受給権を有する者を含む）。

（数値は平成29年３月末時点）
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○ 現役世代は全て国民年金の被保険者となり、高齢期となれば、基礎年金の給付を受ける。（１階部分）
○ 民間サラリーマンや公務員等は、これに加え、厚生年金保険に加入し、基礎年金の上乗せとして報酬比例年金の給付
を受ける。（２階部分）

○ また、希望する者は、iDeCo（個人型確定拠出年金）等の私的年金に任意で加入し、さらに上乗せの給付を受けること
ができる。（３階部分）

年金制度の仕組み

（民間サラリーマン）

※１ 被用者年金制度の一元化に伴い、平成27年10月1日から公務員および私学教職員も厚生年金に加入。また、共済年金の職域加算部分は廃止され、新たに退職等年金給付が創設。
ただし、平成27年9月30日までの共済年金に加入していた期間分については、平成27年10月以後においても、加入期間に応じた職域加算部分を支給。
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　財政検証は年金財政が今後どうなるかをいくつかの前提を
おいてシミュレーションする作業です。そのために以下のも
のを作成または設定します。

　これらを適切に理解し、作成するためには、数理的な知識
にとどまらず、経済学やプログラミングなどの幅広い知識が

財政検証とは?1

○シミュレーションの初期値にあたる基礎数
　（例えば、「基準年の年金の受給者の人数」）

○基礎数がどのように推移するかを決める基礎率
　（例えば、「脱退力」や「死亡率」）

○社会・経済状況に関する前提
　（例えば、「経済前提」や「日本の将来推計人口」）

数理職員が実
績データなど
から作成して
います。

専門家の方々
に委員会の場
で議論してい
ただいて設定
しています。

　「年金は将来どれくらい払われるの？」国民の皆様からのそんな疑問にお答えするのが、「財政検証」です。5年に1度行われ、
公的年金のおおむね100年間の収支見通しを作成します。財政検証の結果は制度改正の議論を行う上で非常に重要な資料です。そ
して、その財政検証を作成するのは、我々数理職員の仕事です。

厚生年金の財政見通し （平成26年財政検証）

求められます（もちろん、入省してから身につければ大丈夫
です。）
　直近の財政検証は平成26年に行い、結果の一例が、左下の
表です。平成26（2014）年からおおむね100年後の平成
122（2110）年までの、厚生年金の収支の見通しを示して
います。
　現在は平成31年までに実施される次期財政検証に向け
て、基礎データの整備や経済前程の検討などを行っています。

　ところで、「公的年金は何のためにあるのか？」考えたこ
とはありますでしょうか。年金の意義は大きく言って以下の
3点あります。

　例えば、「年金は払わずに、個人で貯金しておけばいい」
という人もいます。しかし、人は何歳まで生きるかわからな
いので、どれだけ貯蓄をすればいいのかわかりません。一
方、公的年金であれば、年金を終身で受け取ることができ、

年金の意義ってなんだろうか?2

数理課 ―公的年金の財政検証―
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事業企画課調査室 ―事業統計の作成―

Ⅱ厚生労働省（数理職）の携わる主な仕事

企業年金・個人年金課 ―企業年金制度の改善―

　企業年金の制度には、大きく分けて確定給付型の制度と確
定拠出型の制度があります。
　確定給付型の制度は、あらかじめ加入者が将来受け取る年
金給付の算定方法が決まっている制度です。この決まった給
付を賄えるように掛金額を算定し、この掛金額を基本的には
事業主が負担する仕組みです。また、例えば資産の運用状況
が思わしくなく、決まった給付に対して積立不足が発生した
場合には、事業主が追加で掛金を拠出することにより、不足
額を埋め合わせるなど運用等のリスクを主に事業主側が負う
ことになります。
　一方、確定拠出型の制度は、あらかじめ拠出する掛金の額
が決まっている制度で、この決まった拠出額とその運用収益
との合計額をもとに年金給付額が決定される仕組みです。運
用の結果が思わしくない場合でも、事業主の追加拠出はな
く、加入者の給付が減少することになります。つまり、運用
等のリスクは加入者側が負うことになります。

　数理職員は、特に確定給付型の年金に関する業務に携わっ
ています。その理由として、確定給付型年金では、給付など
の将来予測に基づき、給付の財源が確保できるよう、年金制
度の運営をする必要があることがあります。
　これを、年金制度の基本的な原則である、収支相等の原則

企業年金とは1

収支相等の原則2

を用いて説明すると以下のとおりとなります。
　収支相等の原則とは、＜積立金＞＋＜掛金収入現価＞＝＜
給付現価＞、が成り立つことを言います。現価というのは、
現在の価値を表し、掛金収入現価と給付現価はそれぞれ、将
来にわたって拠出される掛金額又は支給される給付額の現在
の価値の総和を表します。

　この収支相等の原則に当てはめると、確定給付型の年金で
は、一定の前提を基に＜給付現価＞が見込まれ、現状の＜積
立金＞から＜掛金収入現価＞が求まり、掛金が算定されるこ
とになります。

　掛金の計算は、日本アクチュアリー会が実施する試験又は
日本年金数理人会が実施する試験に合格した、いわゆるアク
チュアリーと呼ばれる人が適正な年金数理に基づいて行うこ
ととされており、実際の数理職員の業務においては、アクチ
ュアリーの人々と意見交換などを行うこともあります。

収支相等の原則

　調査室では、厚生年金保険・国民年金の事業実績をとりま
とめた統計資料を作成しています。公的年金制度はとても多
くの人々に関わる制度のため、その事業を行っていく中で蓄
積された膨大なデータが存在します。この膨大なデータを単
に羅列するだけでは、複雑すぎて利用することが難しく、役
に立たないデータとなってしまいます。一方であまりに大雑
把な統計資料だと、年金制度の詳細な理解には役立ちませ
ん。そのため、簡素すぎず、かつ複雑すぎない統計資料を公
表するよう心がけています。
　また、社会情勢の変化に応じて行われる、公的年金制度の
改正の効果を計測することも重要な仕事です。制度改正が統
計数値に与える影響を分析することや、統計数値によって制
度改正の効果を可視化することが求められます。データが膨

大ゆえ、機動的に変更
を行っていくことが難
しいので、計画的に統
計システムの改修等も
考えながら、日々検討
を重ねています。

どれだけ長生きしても年金はずっと受け取れるという安心も
得られます。
　このように、年金は様々なリスクをヘッジする保険機能を

有しています。
　数理職員は、数字だけでは分からない公的年金制度の本質
も理解しながら、公的年金の魅力も伝えています。
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